
山口県地域防災計画(原子力災害対策編)の概要 

 第Ⅰ編 総  則                                        

第１章 計画の目的 

原子力災害の発生及び拡大を防止し、山口県の地域並びに県民の生命、身体及び財産

を原子力災害から保護すること 

第２章 計画の性格 

県の地域における原子力防災対策に関して総合的かつ基本的性格を有するもの 

第３章 原子力防災対策に係る責務 

◆ 原子力事業者 

原子力災害の発生の防止に関する万全の措置、原子力災害の拡大の防止及び原子力

災害復旧に関する必要な措置を実施 

◆ 県・関係周辺市町 

原子力事業者と相互に連携を図りながら、原子力災害予防対策、緊急事態応急対策

及び原子力災害事後対策を実施 

第４章 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域 

原子力災害対策重点区域の基準 地域の範囲 

ＰＡＺ（Precautionary Action Zone） 

[予防的防護措置を準備する区域] 

原子力施設を中
心として概ね半
径５㎞の範囲 

－ 

ＵＰＺ(Urgent Protective Action Planning Zone) 

[緊急防護措置を準備する区域] 

原子力施設を中
心として概ね半
径３０㎞の範囲
からＰＡＺを除
いた範囲 

上関町八島 

【周辺地域の地図】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５章 緊急事態区分等に応じた防護措置 

◆ 緊急事態区分等及び防護措置 

【情報収集事態】 

区 分 原子力発電所施設の状態等 ＵＰＺにおける防護措置の概要 

情報収集 

事態 

愛媛県伊方町で震度５弱又は震

度５強の地震が発生した場合（愛

媛県伊方町で震度６弱以上の地震

が発生した場合を除く。） 

－ 

【緊急事態区分】 

緊急事態 

区 分 
原子力発電所施設の状態等 ＵＰＺにおける防護措置の概要 

警戒事態 

（Ａレベル） 

○敷地境界付近の空間ガンマ線量

率の上昇（０．１５μSv/h超） 

○愛媛県伊方町において、震度６

弱以上の地震が発生したとき 

等 

－ 

施設敷地 

緊急事態 

（Ｂレベル） 

○発電所の事故により、原災法第

１０条第１項に定める通報基準

に達したとき 

○必要に応じて屋内退避を準備 

全面緊急 

事態 

（Ｃレベル） 

○発電所の事故により、原災法第

１５条第１項に定める原子力緊

急事態宣言発令の基準に達した

とき 

○必要に応じて屋内退避を実施 

○放射性物質の環境への放出に

備え、避難や一時移転等の防護

措置準備を開始 

○放射性物質が環境に放出され

た場合、緊急時モニタリングの

結果に基づいて、避難や一時移

転等、必要な防護措置を実施 

◆ 放射性物質が放出された場合の防護措置と実施基準 

時間経過 
実施する 

防護措置 
基 準 値 

１日 
以内 

住民等の避難、屋

内退避 

500μSv/h 

（地上１mで計測した場合の空間放射線量率） 

避難等 

実施後 

避難住民等の除染 β線：40,000 cpm 

（皮膚から数 cm での検出器の計数率） 



時間経過 
実施する 

防護措置 
基 準 値 

１月 

以内 

β線：13,000cpm【１ヶ月後の値】 

（皮膚から数 cm での検出器の計数率） 

１週間 

以内 

住民等の一時移転 

20μSv/h 

（地上１mで計測した場合の空間放射線量率） １日 

以内 

地域生産物の摂取

制限 

数日 

以内 

飲食物中の放射性

核種濃度測定を実

施すべき地域の特

定 

0.5μSv/h 

（地上１mで計測した場合の空間放射線量率） 

１週間 

以内 

飲食物の摂取制限  

核 種 

飲料水 

牛乳・乳製

品 

野菜類、穀

類、肉、卵、

魚、 

その他 

放射性ヨウ素 300 Bq/kg 2,000Bq/kg  

放射性セシウ

ム 
200 Bq/㎏ 500Bq/kg  

プルトニウム

及び超ウラン

元素のアルフ

ァ核種 

1B q/kg 10Bq/kg  

ウラン 20Bq  /kg 100Bq/kg  
  

 

第６章 防災関係機関の業務の大綱 

 

  



 第Ⅱ編 原子力災害事前対策                             

 

第１章 災害応急体制の整備 

◆ 原子力事業者の体制 

原子力防災組織の設置、原子力事業者防災業務計画の作成、原子力災害対応の重要

拠点となる施設及び必要な防災資機材の整備等 

◆ 県の体制 

≪災害対策本部未設置≫ 

原子力事業者から警戒事態等の発生の通報を受けた場合には、迅速に災害対応等を

行うため、職員を配備 

≪災害対策本部設置≫ 

内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を発出した場合又は知事が必要と認めた場合

には、速やかに災害対策本部を設置 

◆ 関係周辺市町の体制 

 災害発生時の対応を迅速かつ的確に実施するため、防災対応力の強化に努めるととも

に、災害の発生に備え、非常事態に即応できる体制を整備 

◆ 緊急事態応急対策等拠点施設（オフサイトセンター）の体制 

オフサイトセンターにおける現地事故対策連絡会議や原子力災害合同対策協議会に

職員を迅速に派遣できるよう、あらかじめ、その派遣体制等を整備（県） 

◆ 国との連携体制 

○ 原子力発電所の防災体制に関する情報の収集及び連絡、住民等に対する原子力防災

に関する情報伝達、防護対策等の緊急時の対応等について、原子力防災専門官及び

上席放射線防災専門官と密接に連携 

○ 原子力発電所において施設敷地緊急事態が発生した場合、国に、事態の把握のため

の専門的知識を有する職員の派遣を要請 

第２章 災害情報体制の整備 

○ 緊急時における県、国、関係周辺市町及びオフサイトセンターの間の相互の通信体

制の確保（専用回線網の整備） 

○ 有線系・無線系、地上系・衛星系等による伝送路の多ルート化及び関連装置の二重

化等、災害に強い伝送路の構築 

○ 県民への情報伝達体制の整備 等 

第３章 緊急時モニタリング体制等の整備 

○ 緊急時モニタリングの体制等を示した「緊急時モニタリング計画」の策定 

○ 緊急時モニタリング本部の設置 

○ 緊急時モニタリングセンターへの職員の派遣 

○ 緊急時における住民等の被ばく線量評価体制の整備 

○ モニタリングポスト、積算線量計、可搬型計測用機器等の環境放射線モニタリング

資機材等の整備 

○ 大気中放射性物質拡散計算システムの整備 



第４章 原子力災害医療体制の整備 

○ 放射線障害に対応する救護所及び原子力災害拠点病院、高度被ばく医療支援センタ

ーによる原子力災害医療体制の整備 

【原子力災害医療体制】 

原子力災害拠点病院 山口大学医学部附属病院 

高度被ばく医療支援センター 広 島 大 学 

○ 原子力災害医療本部の設置 

○ 原子力災害医療に係る医療チームの要請・受け入れ体制の整備 

○ 放射線測定資機材、除染資機材、安定ヨウ素剤、応急救護用医薬品、医療資機材等

の整備 

第５章 防災業務関係者の安全確保のための資機材等の整備 

第６章 避難誘導体制の整備 

○ 避難計画の作成（関係周辺市町） 

○ 市町を越えた広域の避難の調整（県） 

第７章 専門家の移送体制の整備 

第８章 飲食物の出荷制限、摂取制限等 

○ 飲食物の出荷制限、摂取制限に関する体制の整備（県） 

○ 飲食物の出荷制限、摂取制限が行われた場合、住民に対して、迅速に飲食物を供給で

きる体制をあらかじめ整備（市町） 

第９章 原子力防災に関する知識の普及 

第10章 防災訓練等の実施 

第11章 原子力施設上空の飛行規制 

第12章 ヘリコプターの活用 

第13章 災害対策資料の整備 

第14章 核燃料物質等の運搬中の事故に対する対応 

 

  



 第Ⅲ編 緊急事態応急対策                              

第１章 活動体制の確立 

◆ 災害対策本部の設置 

○ 内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を発出した場合 

○ 知事が必要と認めた場合 

◆ オフサイトセンターへの職員の派遣 

オフサイトセンターにおける原子力災害合同対策協議会にあらかじめ定めた職員を

派遣し、緊急事態応急対策の実施に向けた調整等を実施 

◆ 応援要請等 

国・関係機関に対する専門的知識を有する職員の派遣要請等 

◆ 原子力災害被災者生活支援チームとの連携 

国が設置する原子力災害被災者生活支援チームと連携して、被災者の生活支援対策

等を推進 

第２章 災害情報の収集・伝達 

◆ 情報収集事態発生時の情報連絡 

 

 

 

◆ 警戒事態（Ａレベル）発生時の情報連絡 

 

 

 

◆ 施設敷地緊急事態・全面緊急事態（Ｂ・Ｃレベル）発生時の情報連絡 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 原子力緊急事態宣言発出後の情報連絡 

 

 

 

 

原子力防災管理者 
（四国電力） 

国 

県 
○ 関係周辺市町 

○ 防災関係機関 

原子力防災専門官 原子力保安検査官 
による現地確認 

[現場の状況等の確認] 

原子力防災管理者 
（四国電力） 

国 

県 
○ 関係周辺市町 

○ 防災関係機関 

＊緊急事態応急対策 
実施区域の市町 

原子力緊急事態宣言 
の発出（国） 

県 

市 町 

オフサイトセンター 

○原子力緊急事態に関
する情報の共有 

○緊急事態応急対策の
調整 

連絡調整 

職員派遣 

職員派遣 

国 県 
○ 関係周辺市町 

○ 防災関係機関 



◆ 原子力災害時における住民への指示 

緊急事態応急対策等のための必要な措置の指示・命令等について、あらゆる通報手段

を用いて、的確かつ迅速に指示。 

第３章 住民等への的確な情報の伝達 

○ 県民や地域住民等のニーズに応じた適切かつ迅速な広報の実施、相談窓口等の開設 

第４章 緊急時モニタリングの実施 

◆ 緊急時モニタリングの実施方法 

区 分 実施概要  測定項目  測定地点等 

Ａレベル ○効果的な防災対策を

行うための資料収集 

・警戒事態の情報及び

気象情報の収集 

・平常時モニタリング

の強化等 

○空間線量率 

○大気中の放射性ヨウ素濃度 

ＵＰＺ内 

Ｂ
・
Ｃ
レ
ベ
ル 

初期モニ

タリング 

○防護措置を実施する

際の判断に用いるた

めの資料収集 

・ＯＩＬに照らし合わ

せて判断 

○空間線量率 

○大気中の放射性ヨウ素濃度 

○環境試料※中の放射性ヨウ

素濃度 

ＵＰＺを

主体とし

た地域 

Ｂ
・
Ｃ
レ
ベ
ル 

中期モニ

タリング 

○各種防護対策措置の

実施・解除を行うた

めの資料収集 

・放射性物質又は放射

線の周辺環境に対す

る全般的影響を評

価・確認 

○空間線量率 

○積算線量 

○大気中の放射性物質の放

射能濃度 

○環境試料中の放射性物質

濃度 

初期モニ

タリング

より更に

広い地域 

※ 環境試料：飲料水、葉菜等 

◆ モニタリング結果等の評価 

○ 国は緊急時モニタリングセンターで妥当性を判断した緊急時モニタリングの結果

を一元的に解析・評価する。 

○ 県、立地県、関係周辺市町等は緊急時モニタリングの結果及び国が行った評価等

を共有する。 

◆ 緊急時における住民等の被ばく線量の実測 

健康調査・健康相談を適切に行うため、発災後１週間以内を目途に、緊急時におけ

る放射性ヨウ素の吸入による内部被ばくの把握を、１か月以内を目途に、放射性セシ

ウムの経口摂取による内部被ばくの把握を行うとともに、速やかに外部被ばく線量の

推計等を行うための行動調査を実施 



第５章 住民避難等の実施 

○ 内閣総理大臣は、緊急事態応急対策区域を定め、当該区域を管轄する市町及び県に

対して、避難又は一時移転、屋内退避の指示等を実施 

○ 県は、国の指示等に基づき、該当市町に対して、住民等に対する避難・屋内退避の

勧告・指示を行うよう連絡 

○ 該当市町長は、住民等に対する避難・屋内退避の勧告・指示を行い、消防機関、県

警察等関係機関とともに、住民の避難誘導等を実施 

（参考）県・関係周辺市町の役割 

 県 市  町 

準

備

段

階 

○避難誘導計画の作成支援 

○居住地以外の市町に避難する被災者

への情報伝達体制の整備 

○自衛隊、海上保安部・署等との連携体

制の整備 

○避難誘導計画の作成 

○避難所の指定 

○避難誘導資機材、移送手段の確保 

○災害時要援護者の避難誘導体制

の整備 

○避難状況の確認体制の整備 

実

施

段

階 

○国からの指示の連絡 

○避難の際の住民に対する避難退域時

検査及び除染の実施 

○避難状況の確認と国等への情報提供 

○広域避難の調整 

○住民等に対する避難等の指示 

○避難所の設置 

○住民等の避難誘導 

○避難状況の確認 

 

第６章 飲食物の摂取制限、出荷制限等 

○ 県は、国からの放射性物質による汚染状況の調査の要請を受け、飲食物の検査を実施 

○ 県は、国の指導・助言及び指示に基づき、飲食物の出荷制限、摂取制限等を実施 

第７章 原子力災害医療の実施 

◆ 救護所における住民への対応 

○ 救護所の開設・運営、避難退域時検査・除染等の実施 

○ 専門的な医療が必要と認められる者については、適切な医療機関（原子力災害拠点

病院等）への搬送 

○ 救護所等において、健康に不安をもつ住民等に対し、健康相談を実施 

○ 安定ヨウ素剤の配布準備等 

◆ 安定ヨウ素剤の予防服用 

安定ヨウ素剤の予防服用に係る防護対策の指標を超える放射性ヨウ素の放出又はそ

のおそれがある場合には、国の方針に従い、服用対象の避難者等が安定ヨウ素剤を服

用できるよう、市町に対し、服用すべき時機及び服用の方法等を指示。 

第８章 防災業務関係者の安全確保 

第９章 緊急輸送活動 

第 10章 治安の確保 



 第Ⅳ編 原子力災害中長期対策                             

第１章 緊急事態解除宣言後の対応 

第２章 原子力災害事後対策実施区域における避難区域等の設定 

第３章 放射性物質による汚染の除去、放射性廃棄物の処理等 

第４章 復旧期モニタリングの実施と結果の公表 

第５章 各種制限措置の解除 

第６章 心身の健康相談体制の整備 

第７章 風評被害等の影響の軽減 

 


